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１．はじめに  

私は、熊本市北区に在住しており、5 年前の熊本

地震の際は、避難方法も避難場所も分からず、何も

自分の力で行動することが出来なかった。5 年後で

ある現在、以前と比べて自身の防災意識や知識に変

化はない。おそらく自身の住む地域がハザードマッ

プ等の被害予想範囲に位置しておらず、比較的に安

全といわれる場所にあることにも起因している。 

熊本市（復興総室）が実施した市民アンケート結果

（回答数：約 3,500 名）によると、「熊本地震の記憶や

教訓を忘れがちになっている」と回答者した市民が全

体の７割いたという。市民の防災意識の希薄化が懸

念されるなか、本報告では意識の希薄化が予想され

る北区植木町に所在する山本校区を対象に現地調

査を行い、防災意識の向上にも資する避難方法に係

る政策提案を考察する。 

 

２．現状分析/調査内容 

（１）現状認識および問題 

   ①山本校区の高齢化率 

  山本校区の高齢化率を熊本市の高齢化率と比較

した。まず、現在の山本校区の総人口は 1,785 人で

そのうち 65 歳以上の高齢者は 748 人（高齢者 41.9％）

である。これに対して、熊本市の総人口は 732,077 人

でそのうち65歳以上の高齢者は195,393人（26.7％）

である。山本校区の高齢化率は熊本市と比較すると、

約 15％も高い。このことから、山本校区は他地域に

比べ、高齢者の割合が高いため、災害時の避難に支

援が必要な人も多いと考えられる。 

②防災意識の低下 

  山本校区は熊本地震でも大きな被害がなく、熊本

市の防災マップでも麓の地域の土砂災害以外被害

予想範囲に入っていない。このような災害の少ない

恵まれた土地の影響で防災意識の低下が見られる。

実際に、山本校区（会長様）で実施したインタビュー

調査では、会長様自身も地域全体としての防災意識

の低下を懸念されていた。熊本地震直後は定期的に

実施されていた避難訓練や防災に係る講演会が行

えていないことや、避難所の設備が充実していないこ

とを課題として挙げられていた。先述のとおり、本問

題は本地域のみならず、熊本市全体の課題である。 

③既存の防災対策が機能不全 

  山本校区は周囲を山に囲まれており、FM 放送が

聞こえず、防災ラジオも聞こえない環境にある。また、

高齢者の割合が高いため、スマートフォンを持ってい

ない、使いこなせない住民の割合が高い。そのため、

既存の取り組みである避難所への案内システムや避

難所混雑回避システムを効果的に利用出来ない住

民が多い。 

（２）課題設定 

以上の現状認識から、問題の本質はひとりひとりの

住民が世界中で発災している災害を「自分事」として

捉えていないこと、また自分事として捉えるきっかけ

がないことではないかと推察する。 

そのため、本提案では防災意識を「他人事」から

「自分事」へと改革し、地域全体としての防災意識を

高めつつも、地域課題のひとつである高齢者等の要

支援者の避難支援を行う仕組みについて考察する。 

 

３．課題に対する解決策と具体的な政策アイデア 

私は、「地域避難サポーター制度」を提案する。こ

れは、地域住民が要支援者を支えるサポーターとな



り、災害時の避難をサポートする制度である。制度設

計にあたり、兵庫県西宮市における先行事例を参考

にした。 

 （１）西宮市における取り組み 

西宮市では、「地域避難支援制度」を構築している。

要支援者本人の同意により、市が作成・提供する地

登録者名簿を活用し、災害が起きた時に手助けを必

要とする方に対して、自治会・自主防災組織、地域

住民等が連携して支援を行う仕組みとなっている。 

（２）提案制度の仕組み 

本制度の流れは以下の図１（報告者作成）のとおり

である。 

 

図 1 地域避難サポーター制度の仕組み 

まず、行政や自治会、自主防災クラブ、民生委員

等が連携しながら、地域住民（若い世代を中心に呼

びかける）にサポーター登録の協力依頼を行う。その

後、要支援者への制度の周知、本人の同意の上で

登録者名簿への登録作業を行う。また、民生委員を

中心に、登録者名簿の作成、担当の振分作業を行

い、各サポーターへ必要情報を提供する。 

本制度で重要なことは、サポーターによる日常の

見守り活動を丁寧に行い、サポーターと要支援者の

コミュニケーション活動を大切にすることである。災害

時のみの関わりであれば、意思疎通がうまくいかなか

ったり、避難時にどのような配慮が必要であるのかわ

からなかったりと、スムーズな避難が難しくなる。そこ

で、サポーターが定期的に要支援者の方の自宅を訪

問し、直接会って話すことで、両者に信頼関係が生

まれ、災害時の避難活動もスムーズに行うことができ

るであろう。更に、直接的なコミュニケーションの機会

の場を確保するために、サポーターや要支援者、ま

たサポーター同士の交流を促す場として、コミュニテ

ィセンターなど関係者が気軽に立ち寄り、話をする場

所を作ることも大切であろう。 

（３）期待される効果 

本制度の効果として３つ挙げられる。まず、要支援

者のスムーズな避難が可能になることである。サポー

ターが要支援者の普段の見守りを行い、コミュニケー

ションをとることで実際の災害時により円滑に避難の

支援を行うことができる。次に、要支援者だけでなく

住民も巻き込んだ制度を提案することで、地域全体

の防災意識を高めることができることである。要支援

者の方は制度への登録、地域住民はサポーターとし

て団体に登録することで防災に対する意識や関心が

高まると考えられる。最後が、要支援者とサポーター

が直接関わることで、「ラジオが聞こえない」「スマホを

使えない」などの課題が解決することである。 

 

４．まとめ・今後の展望など 

今回、本課題に取り組んだことで、自身の防災意

識を高め、防災に関する知識を得ることができた。試

行錯誤しながら行った政策立案作業であったが、残

された課題もある。まず、サポーターとして協力しても

らう人材の確保、そして制度の周知、運用に係る財

源の確保である。前者の課題に関しては、協力者の

動機付けの工夫が必要になるであろう。今後、このよ

うな課題を乗り越え、より効果的な制度を実現させた

い。 
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